
平成３０年度 

第１回 青森県幹線道路協議会 
 

 

日時 ：平成 30 年 8 月 31 日(金)13:30～ 

場所 ：青森河川国道事務所 ２Ｆ 

大会議室 

 

 

議 事 次 第 

 

１. 開 会 

 

２. 挨 拶 

 

３. 議 事 

 

（１） 規約の改正について 

（２） 新たな広域道路交通計画について 

（３） 青森県の現状と将来像について 

（４） その他 

   

４.  閉 会 

資料 １－１、１－２ 

資料 ２～４ 

資料 ５ 
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青森県幹線道路協議会規約（案） 

 

 

（名称） 

第一条 本会は、「青森県幹線道路協議会」（以下「協議会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第二条 協議会は、青森県における幹線道路計画に必要な事項について、関係機関相互の

連絡・調整を図ることを目的とする。 

   

（構成） 

第三条 協議会は、国土交通省東北地方整備局、青森県、東日本高速道路株式会社東北支

社、青森県道路公社、その他会長が必要と認める機関の職員により構成する。 

 

（組織） 

第四条 協議会の会長は、青森県県土整備部長が当たる。 

２ 会長は、協議会を統括する。 

３ 協議会に委員会を設ける。 

４ 協議会に委員会の下部組織として専門部会を設ける。 

   

（事業） 

第五条 協議会は、第二条の目的を達成するため次の事業を行う。 

（１） 総合的な交通体系の検討を踏まえた道路計画の立案 

（２） 地域開発・大規模施設開発等に関する道路計画の検討 

（３） 交通安全・渋滞・駐車対策等に必要な整備計画の立案 

（４） 道路管理に関する必要な整備計画の立案 

（５） 道路に対する県民の理解と協力を深めるために必要な広報・広聴活動 

（６） その他目的を達成するために必要な事項 

 

（委員会） 

第六条 委員会の座長は、会長が当たる。ただし、座長に事故があるときは、座長があらか

じめ指名した者がその職務を代行する。 

２ 委員会の座長は、委員会を統括し、委員会を招集する。 

３ 委員会の構成は、別表－１のとおりとする。ただし、必要に応じ会長は、特別の委員を

指名し、参加させることができる。 

 

  

資料１－１ 
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（専門部会） 

第七条 専門部会の部会長は、国土交通省東北地方整備局青森河川国道事務所長が当た

る。 

２ 専門部会の座長は、部会長が当たる。ただし、座長に事故があるとき、または審議内容

により、部会長が指名した者がその職務に当たることができる。 

３ 専門部会の座長は、専門部会を統括する。 

４ 専門部会の構成員は、別表－２のとおりとする。部会長は、この中から審議内容によ

り委員を指名招集する。ただし、必要に応じ部会長は、特別の委員を指名し参加させる

ことができる。 

５ 専門部会は、協議会の事業について調査・検討し、その成果を委員会に報告しなけれ

ばならない。 

     

（事務局） 

第八条 協議会の事務局は、国土交通省東北地方整備局青森河川国道事務所調査第二課及

び青森県県土整備部道路課におく。  

 

（庶務） 

第九条 協議会の庶務は、青森県県土整備部道路課において行う。ただし、部会の庶務は、

当該部会の所掌する事業の主体において行うことができる。 

 

附 則 

 

１ この規約は、平成３年３月 18 日から施行する。 

 

２ 県の組織変更に伴い、平成６年６月 10 日より委員の一部を別表１及び２のとおり変

更する。 

 

３ 組織変更等に伴い、平成 14 年７月 31 日より委員の一部を別表１及び２のとおり変

更する。 

 

４ 組織変更等に伴い、平成 15 年６月 12 日より委員の一部を別表１及び２のとおり変

更する。 

 

５ 組織変更等に伴い、平成 16 年６月３日より委員の一部を別表１及び２のとおり変更

する。 

 

６ 組織変更等に伴い、平成 17 年７月 15 日より委員の一部を別表１及び別表２のとお

り変更する。 
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７ 日本道路公団の民間会社移行に伴い、平成 17 年 11 月 22 日より構成について規約第

三条のとおり、委員の一部を別表１及び別表２のとおり変更する。 

 

８ 道路管理における構成員相互の連携強化を図るため、平成 18 年３月 23 日より委員

の一部を別表２のとおり変更する。 

 

９ 組織変更等に伴い、平成 19 年７月 27 日より委員の一部を別表１及び別表２のとお

り変更する。 

 

10 組織変更等に伴い、平成 30 年８月 31 日より委員の一部を別表１及び別表２のとお

り変更する。 

 

 

別表－１（第六条関係）  

青森県幹線道路協議会構成員 

 所  属 役  職 

会 長 青森県県土整備部 県土整備部長 

委 員 青森県県土整備部 県土整備部次長（理事） 

委 員 東北地方整備局 企画調整官 

委 員 東北地方整備局 道路調査官 

委 員 東北地方整備局 企画課長 

委 員 東北地方整備局 広域計画課長 

委 員 東北地方整備局 道路計画第一課長 

委 員 東北地方整備局 道路計画第二課長 

委 員 東北地方整備局 地域道路課長 

委 員 東北地方整備局 青森河川国道事務所長 

委 員 東日本高速道路株式会社東北支社 総合企画部 総合企画課長 

委 員 青森県企画政策部 交通政策課長 

委 員 青森県県土整備部 道路課長 

委 員 青森県県土整備部 都市計画課長 

委 員 青森県道路公社 道路部長 

  



- 4 -

別表－２（第七条関係） 

青森県幹線道路協議会専門部会構成員 

所 属 役 職

部 会 長 東北地方整備局 青森河川国道事務所長 

委 員 東北地方整備局 路政課長 

委 員 東北地方整備局 企画課長 

委 員 東北地方整備局 広域計画課長 

委 員 東北地方整備局 道路計画第一課長 

委 員 東北地方整備局 道路計画第二課長 

委 員 東北地方整備局 地域道路課長 

委 員 東北地方整備局 道路管理課長 

委 員 東北地方整備局 交通対策課長 

委 員 東北地方整備局 青森河川国道事務所副所長 

委 員 東日本高速道路株式会社東北支社 総合企画部 総合企画課長 

委 員 青森県企画政策部 交通政策課長 

委 員 青森県県土整備部 道路課長 

委 員 青森県県土整備部 都市計画課長 

委 員 青森県道路公社 道路部長 



現行 改正案 

 

（名称） 

第一条 本会は、「青森県幹線道路協議会」（以下「協議会」という。）と称

する。 

 

（目的） 

第二条 協議会は、青森県における幹線道路計画に必要な事項について、関

係機関相互の連絡・調整を図ることを目的とする。 

   

（構成） 

第三条 協議会は、国土交通省東北地方整備局、青森県、東日本高速道路株

式会社東北支社、青森県道路公社、その他会長が必要と認める機関の職員

により構成する。 

 

（組織） 

第四条 協議会の会長は、青森県県土整備部長が当たる。 

２ 会長は、協議会を統括する。 

３ 協議会に委員会を設ける。 

４ 協議会に委員会の下部組織として専門部会を設ける。 

   

（事業） 

第五条 協議会は、第二条の目的を達成するため次の事業を行う。 

 

 

（名称） 

第一条 本会は、「青森県幹線道路協議会」（以下「協議会」という。）と称

する。 

 

（目的） 

第二条 協議会は、青森県における幹線道路計画に必要な事項について、関

係機関相互の連絡・調整を図ることを目的とする。 

   

（構成） 

第三条 協議会は、国土交通省東北地方整備局、青森県、東日本高速道路株

式会社東北支社、青森県道路公社、その他会長が必要と認める機関の職員

により構成する。 

 

（組織） 

第四条 協議会の会長は、青森県県土整備部長が当たる。 

２ 会長は、協議会を統括する。 

３ 協議会に委員会を設ける。 

４ 協議会に委員会の下部組織として専門部会を設ける。 

   

（事業） 

第五条 協議会は、第二条の目的を達成するため次の事業を行う。 

 

青森県幹線道路協議会規約 新旧対照表 
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（１） 総合的な交通体系の検討を踏まえた、道路計画の立案 

（２） 地域開発・大規模施設開発等に関する道路計画の検討 

（３） 交通安全・渋滞・駐車対策等に必要な整備計画の立案 

（４） 道路管理に関する必要な整備計画の立案 

（５） 道路に対する県民の理解と協力を深めるために必要な広報・広聴

活動 

（６） その他目的を達成するために必要な事項 

 

（委員会） 

第六条 委員会の座長は、会長が当たる。ただし、座長に事故があるときは、

座長があらかじめ指名した者がその職務を代行する。 

２ 委員会の座長は、委員会を統括し、委員会を招集する。 

３ 委員会の構成は、別表－１のとおりとする。ただし、必要に応じ会長は、

特別の委員を指名し、参加させることができる。 

 

（専門部会） 

第七条 専門部会の部会長は、国土交通省東北地方整備局青森河川国道事務

所長が当たる。 

２ 専門部会の座長は、部会長が当たる。ただし、座長に事故があるとき、ま

たは審議内容により、部会長が指名した者がその職務に当たることができ

る。 

３ 専門部会の座長は、専門部会を統括する。 

 

 

 

（１） 総合的な交通体系の検討を踏まえた道路計画の立案 

（２） 地域開発・大規模施設開発等に関する道路計画の検討 

（３） 交通安全・渋滞・駐車対策等に必要な整備計画の立案 

（４） 道路管理に関する必要な整備計画の立案 

（５） 道路に対する県民の理解と協力を深めるために必要な広報・広聴

活動 

（６） その他目的を達成するために必要な事項 

 

（委員会） 

第六条 委員会の座長は、会長が当たる。ただし、座長に事故があるときは、

座長があらかじめ指名した者がその職務を代行する。 

２ 委員会の座長は、委員会を統括し、委員会を招集する。 

３ 委員会の構成は、別表－１のとおりとする。ただし、必要に応じ会長は、

特別の委員を指名し、参加させることができる。 

 

（専門部会） 

第七条 専門部会の部会長は、国土交通省東北地方整備局青森河川国道事務

所長が当たる。 

２ 専門部会の座長は、部会長が当たる。ただし、座長に事故があるとき、ま

たは審議内容により、部会長が指名した者がその職務に当たることができ

る。 

３ 専門部会の座長は、専門部会を統括する。 
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４ 専門部会の構成員は、別表－２のとおりとする。部会長は、この中から審

議内容により委員を指名招集する。ただし、必要に応じ部会長は、特別の委

員を指名し参加させることができる。 

５ 専門部会は、協議会の事業について調査・検討し、その成果を委員会に報

告しなければならない。 

     

（事務局） 

第八条 協議会の事務局は、国土交通省東北地方整備局青森河川国道事務所

調査第二課及び青森県県土整備部道路課におく。  

 

（庶務） 

第九条 協議会の庶務は、青森県県土整備部道路課において行う。ただし、部

会の庶務は、当該部会の所掌する事業の主体において行うことができる。 

 

附 則 

 

１ この規約は、平成３年３月 18 日から施行する。 

 

２ 県の組織変更に伴い、平成６年６月 10 日より委員の一部を別表１及び

２のとおり変更する。 

 

３ 組織変更等に伴い、平成 14 年７月 31 日より委員の一部を別表１及び

２のとおり変更する。 

 

 

４ 専門部会の構成員は、別表－２のとおりとする。部会長は、この中から審

議内容により委員を指名招集する。ただし、必要に応じ部会長は、特別の委

員を指名し参加させることができる。 

５ 専門部会は、協議会の事業について調査・検討し、その成果を委員会に報

告しなければならない。 

     

（事務局） 

第八条 協議会の事務局は、国土交通省東北地方整備局青森河川国道事務所

調査第二課及び青森県県土整備部道路課におく。  

 

（庶務） 

第九条 協議会の庶務は、青森県県土整備部道路課において行う。ただし、部

会の庶務は、当該部会の所掌する事業の主体において行うことができる。 

 

附 則 

 

１ この規約は、平成３年３月 18 日から施行する。 

 

２ 県の組織変更に伴い、平成６年６月 10 日より委員の一部を別表１及び

２のとおり変更する。 

 

３ 組織変更等に伴い、平成 14 年７月 31 日より委員の一部を別表１及び

２のとおり変更する。 
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４ 組織変更等に伴い、平成 15 年６月 12 日より委員の一部を別表１及び

２のとおり変更する。 

 

５ 組織変更等に伴い、平成 16 年６月３日より委員の一部を別表１及び２

のとおり変更する。 

 

６ 組織変更等に伴い、平成 17 年７月 15 日より委員の一部を別表１及び

別表２のとおり変更する。 

 

７ 日本道路公団の民間会社移行に伴い、平成 17年 11 月 22 日より構成に

ついて規約第三条のとおり、委員の一部を別表１及び別表２のとおり変更

する。 

 

８ 道路管理における構成員相互の連携強化を図るため、平成 18年３月 23

日より委員の一部を別表２のとおり変更する。 

 

９ 組織変更等に伴い、平成 19 年７月 27 日より委員の一部を別表１及び

別表２のとおり変更する。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 組織変更等に伴い、平成 15 年６月 12 日より委員の一部を別表１及び

２のとおり変更する。 

 

５ 組織変更等に伴い、平成 16 年６月３日より委員の一部を別表１及び２

のとおり変更する。 

 

６ 組織変更等に伴い、平成 17 年７月 15 日より委員の一部を別表１及び

別表２のとおり変更する。 

 

７ 日本道路公団の民間会社移行に伴い、平成 17年 11 月 22 日より構成に

ついて規約第三条のとおり、委員の一部を別表１及び別表２のとおり変更

する。 

 

８ 道路管理における構成員相互の連携強化を図るため、平成 18年３月 23

日より委員の一部を別表２のとおり変更する。 

 

９ 組織変更等に伴い、平成 19 年７月 27 日より委員の一部を別表１及び

別表２のとおり変更する。 

 

10 組織変更等に伴い、平成 30 年８月 31 日より委員の一部を別表１及び

別表２のとおり変更する。 
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別表－１（第六条関係） 

青森県幹線道路協議会構成員 

 所  属 役  職 

会 長 青森県県土整備部 県土整備部長 

委 員 青森県県土整備部 県土整備部次長（理事） 

委 員 東北地方整備局 企画調整官 

委 員 東北地方整備局 道路調査官 

委 員 東北地方整備局 企画課長 

委 員 東北地方整備局 広域計画課長 

委 員 東北地方整備局 道路計画第一課長 

委 員 東北地方整備局 道路計画第二課長 

委 員 東北地方整備局 地域道路課長 

委 員 東北地方整備局 青森河川国道事務所長 

委 員 東日本高速道路株式会社東北支社 総合調整部 企画調整グループリーダー 

委 員 青森県企画政策部 新幹線・交通政策課長 

委 員 青森県県土整備部 道路課長 

委 員 青森県県土整備部 都市計画課長 

委 員 青森県県土整備部 高規格道路・津軽ダム対策課長 

委 員 青森県道路公社 道路部長 

 

 

 

 

別表－１（第六条関係）  

青森県幹線道路協議会構成員 

 所  属 役  職 

会 長 青森県県土整備部 県土整備部長 

委 員 青森県県土整備部 県土整備部次長（理事） 

委 員 東北地方整備局 企画調整官 

委 員 東北地方整備局 道路調査官 

委 員 東北地方整備局 企画課長 

委 員 東北地方整備局 広域計画課長 

委 員 東北地方整備局 道路計画第一課長 

委 員 東北地方整備局 道路計画第二課長 

委 員 東北地方整備局 地域道路課長 

委 員 東北地方整備局 青森河川国道事務所長 

委 員 東日本高速道路株式会社東北支社 総合企画部 総合企画課長 

委 員 青森県企画政策部 新幹線・交通政策課長 

委 員 青森県県土整備部 道路課長 

委 員 青森県県土整備部 都市計画課長 

委 員 青森県県土整備部 高規格道路・津軽ダム対策課長 

委 員 青森県道路公社 道路部長 
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 所  属 役  職 

部会長 東北地方整備局 青森河川国道事務所長 

委 員 東北地方整備局 路政課長 

委 員 東北地方整備局 企画課長 

委 員 東北地方整備局 広域計画課長 

委 員 東北地方整備局 道路計画第一課長 

委 員 東北地方整備局 道路計画第二課長 

委 員 東北地方整備局 地域道路課長 

委 員 東北地方整備局 道路管理課長 

委 員 東北地方整備局 交通対策課長 

委 員 東北地方整備局 青森河川国道事務所副所長 

委 員 東日本高速道路株式会社東北支社 総合調整部 企画調整グループリーダー 

委 員 東日本高速道路株式会社東北支社 青森管理事務所長 

委 員 東日本高速道路株式会社東北支社 八戸管理事務所長 

委 員 青森県企画政策部 新幹線・交通政策課長 

委 員 青森県県土整備部 道路課長 

委 員 青森県県土整備部 都市計画課長 

委 員 青森県県土整備部 高規格道路・津軽ダム対策課長 

 

 所  属 役  職 

部会長 東北地方整備局 青森河川国道事務所長 

委 員 東北地方整備局 路政課長 

委 員 東北地方整備局 企画課長 

委 員 東北地方整備局 広域計画課長 

委 員 東北地方整備局 道路計画第一課長 

委 員 東北地方整備局 道路計画第二課長 

委 員 東北地方整備局 地域道路課長 

委 員 東北地方整備局 道路管理課長 

委 員 東北地方整備局 交通対策課長 

委 員 東北地方整備局 青森河川国道事務所副所長 

委 員 東日本高速道路株式会社東北支社 総合企画部 総合企画課長 

委 員 東日本高速道路株式会社東北支社 青森管理事務所長 

委 員 東日本高速道路株式会社東北支社 八戸管理事務所長 

委 員 青森県企画政策部 新幹線・交通政策課長 

委 員 青森県県土整備部 道路課長 

委 員 青森県県土整備部 都市計画課長 

委 員 青森県県土整備部 高規格道路・津軽ダム対策課長 

委 員 青森県道路公社 道路部長 
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港湾・空港・鉄道等の他の交通モードを所管する関連行政機関や、警察・自衛隊への意見聴取を

予定。

港湾・空港・鉄道等の他の交通モードを所管する関連行政機関や、警察・自衛隊への意見聴取を

予定。

今後の検討体制・進め方（案）［青森県］

■今後の検討体制

■今後の進め方

○検討の場 ： 青森県幹線道路協議会○検討の場 ： 青森県幹線道路協議会

有識者・各種団体等有識者・各種団体等

①ビジョン（案）の中間とりまとめ

②新広域道路交通計画（１次案）の策定
その中で、既存道路（開通区間及び事業中区間）をベースとした重要物流道路（案）及び
代替・補完路（案）の選定

青森県幹線道路協議会 平成30年11月頃（①、②）

①ビジョン（案）の中間とりまとめ

②新広域道路交通計画（１次案）の策定
その中で、既存道路（開通区間及び事業中区間）をベースとした重要物流道路（案）及び
代替・補完路（案）の選定

青森県幹線道路協議会 平成30年11月頃（①、②）

資料４

港湾等行政関係者港湾等行政関係者

物流小委員会メンバーの専門分野を踏まえ各分野に精通した県内の学識者、有識者をそれぞれ
１～２名程度を選定の上、有識者会議等を設置し、意見を伺う。
物流小委員会メンバーの専門分野を踏まえ各分野に精通した県内の学識者、有識者をそれぞれ
１～２名程度を選定の上、有識者会議等を設置し、意見を伺う。

○意見聴取等○意見聴取等



青森県の現状と将来像（案）

＜新広域道路交通ビジョンの内容＞

地域の将来像

 既存の地域における総合的なビジョンを
ベース

 地域の社会経済の現状や見直しを踏ま
えた目指すべき姿

広域的な交通の課題と取組

 平常時・災害時及び物流・人流の観点に
おける課題整理

 ICTや自動運転等の技術革新を踏まえた
取り組み

広域的な道路交通の基本方針

 広域道路ネットワーク、交通・防災拠点、
ICT交通マネジメントに対する基本方針

次期青森県基本計画（素案）において示された地域の課題と将来像をベースに新広域道路交通ビジョンへ反映

＜既存の総合的なビジョンの体系＞

次期青森県基本計画（素案）
（平成３０年度内策定）

■計画の内容

県行政全般に係る政策及び施策の基本的な方
向性について総合的かつ体系的に示した県行
政運営の基本方針

■計画期間

5年間(2019～2023）

※過去の基本計画

青森県基本計画未来を変える挑戦(2014～2018年度)
青森県基本計画未来への挑戦(2009～2013年度)

生活創造推進プラン(2004～2008年度)

新青森県長期総合プラン(1997～2003年度)

上位

計画

上位

計画

全県的なビジョン 道路分野に関するプロジェクト

青森のみちの将来像
H15.3

■計画の内容

基本計画(新青森長期総合プラ
ン)等を踏まえた道路事業の推
進を図るための基本方針

青い森のみちづくり

■計画の内容

「青森県基本計画」において揚げ

られた「生活創造社会」の実現に
向けて、効率的・効果的な道路
事業の推進を図るための基本方
針

※「青森のみちの将来象」に基づき
毎年作成

基本方針
継承

資料５

11



青森県の現状と将来像（案）

■青森県の現状（課題）～次期青森県基本計画（素案）より～

■青森県の将来像 ～次期青森県基本計画（素案）より～

① 若者・女性の県外流出
② 人手不足の顕在化
③２０２５年超高齢化時代への対応
④ 平均寿命・健康寿命の延伸

① 若者・女性の県外流出
② 人手不足の顕在化
③２０２５年超高齢化時代への対応
④ 平均寿命・健康寿命の延伸

資料５

最重要課題「人口減少克服」
本県の人口動態の推移本県の人口動態の推移

「生業（なりわい）」と「生活」が好循環する地域へ～「世界が認める「青森ブランド」の確立」～「生業（なりわい）」と「生活」が好循環する地域へ～「世界が認める「青森ブランド」の確立」～

2030年のめざす姿の実現に向けて、限られた行財政
資源を有効に活用しながら、「産業・雇用」「安全・安
心、健康」「環境」「教育・人づくり」の４つの分野の取組
を効率且つ横断的に展開していくため、「取組の重点
化」の実現手段として、「５つの戦略プロジェクト」を設定
し、成果の早期発現を目指します。

2030年のめざす姿の実現に向けて、限られた行財政
資源を有効に活用しながら、「産業・雇用」「安全・安
心、健康」「環境」「教育・人づくり」の４つの分野の取組
を効率且つ横断的に展開していくため、「取組の重点
化」の実現手段として、「５つの戦略プロジェクト」を設定
し、成果の早期発現を目指します。

年齢3区分別人口・人口構成割合の推移と将来推計（青森県）年齢3区分別人口・人口構成割合の推移と将来推計（青森県）

青森ブランドの具体像「買ってよし」、「訪れてよし」、「住んでよし」の青森県青森ブランドの具体像「買ってよし」、「訪れてよし」、「住んでよし」の青森県

2030年のめざす姿
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